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（別紙）

平成２６年度 人生の最終段階における医療体制整備事業委託費実施要綱

１ 目的

この事業は、患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療を実現す

るため、医療機関において、「終末期医療の決定プロセスに関するガイドラ

イン」（平成１９年厚生労働省）に則って、患者の人生の最終段階における

医療などに関する相談に乗り、必要に応じて関係者の調整を行う相談員の配

置や、困難事例の相談などを行うための複数の専門家からなる委員会（以下、

「臨床倫理委員会」という）の設置などを行うことによって、人生の最終段

階における医療に係る適切な体制のあり方を検討し、その体制整備に資する

ことを目的とする。

２ 事業の実施主体

(1) 人生の最終段階における医療体制整備事業

本事業の実施主体は、「平成 26 年度人生の最終段階における医療体制整

備事業実施者公募要領」に基づき選定した医療機関（以下「事業実施者」と

いう。）とする。

(2) 相談員研修プログラムの改訂案作成等

人生の最終段階の医療に関し十分な研究実績を有する研究機関又は医療
機関であって、人生の最終段階の医療の提供に関して十分な実績を有する者
として、独立行政法人国立長寿医療研究センターを実施主体とする。

３ 事業内容

(1) 人生の最終段階における医療体制整備事業

事業実施者は、以下に示す①～⑦の活動等を通して人生の最終段階におけ

る医療に係る適切な体制を整備する。

① 事業実施者は、当該医療機関において人生の最終段階における医療に

係る相談等を行う相談員を１名以上選定し、国立長寿医療研究センター

が実施する相談員研修に参加させること。相談員は看護師又は医療ソー

シャルワーカー等とする。

② 当該医療機関における現状の人生の最終段階における医療に係る相

談体制を踏まえ、課題の整理に基づき相談員の活動方針を決定するこ

と。医療機関は、相談員が積極的に活動できるよう環境整備に努めるこ

と。

③ 相談員研修及び当該医療機関における活動方針に基づき、人生の最終

段階にある患者に対して患者の意思を尊重した医療が提供できるよう

相談支援を実施すること。
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④ 国立長寿医療研究センターより受講した研修及び「終末期医療の決定

プロセスに関するガイドライン」の内容について、医療機関の関係者等

に対して伝達するための研修を実施するなどの普及に努めること。

⑤ 相談支援の実施においては、相談員を中心とした医師を含む多職種に

よる医療・ケアチーム（歯科医師、薬剤師、管理栄養士など）で実施す

ること。また、医療内容の決定が困難な場合に、臨床倫理委員会を設置

して協議すること。臨床倫理委員会は、施設長を委員長とすることが望

ましい。

⑥ 地域の診療所や施設等と連携し、原則として退院後も患者についての

情報共有等のフォローアップを行うこと。

⑦ 事業の実施に伴い、事業の評価に係る事項や患者からの相談事例等を

定期的に、また求めに応じて国立長寿医療研究センターへ報告するこ

と。また、相談員研修プログラムに関する意見を提出すること。

(2) 相談員研修プログラムの改訂案作成等

国立長寿医療研究センターは、以下に示す①～⑥を通して、３の（１）に

掲げる事業の進捗管理、評価を行うとともに、相談員研修プログラムの改訂

を行う。

① 「人生の最終段階における医療にかかる相談員の研修プログラム案を

作成する研究」（平成２５年度厚生労働科学特別研究事業）において

作成された相談員研修プログラムの検討及び事業の評価のために、外部

有識者を含めた委員会（以下「モニタリング委員会」という。）を設置

すること。

② モニタリング委員会において、事業の評価方法を確立すること。評価

の視点には、相談員の職種の違いや患者の意思決定プロセスに果たした

役割、具体的な関わり方が明らかになるよう配慮すること。評価のため

の報告様式等の報告方法を定め、事業実施者に対して事業開始前に伝達

すること。

③ 相談員研修プログラムに基づき、事業実施者の選定した相談員に対

して相談員研修を実施すること。

※ 研修内容においては、「終末期医療の決定プロセスに関するガ

イドライン」に準拠し、人生の最終段階の病態と対応する方法に

関する基本的知識及びカウンセリングやコミュニケーション技法

の基本を中心とした患者の意思決定を支援するプロセス等を含め

ること。

④ 事業実施者における相談支援の実施や臨床倫理に関する委員会の設

置等にあたり、必要に応じて事業実施者からの相談に応じる等の支援を

行うこと。

⑤ モニタリング委員会において、事業実施者の事業を把握し評価するこ

と。

⑥ モニタリング委員会において、事業の評価を通じ、必要に応じて相談
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員研修プログラムを改訂すること。

４ 配置する職員

(1) 人生の最終段階における医療体制整備事業

以下の職員を配置し、事業の適切な運営が可能な体制を確保すること。

① 専ら従事する相談員（看護師、医療ソーシャルワーカー等であって、国

立長寿医療研究センターが実施する所定の研修を受講した者）

② 相談員を中心とした医師を含めた多職種による医療・ケアチーム

③ 当該事業の事務を担う専任の職員

(2) 相談員研修プログラムの改訂案作成等

以下の職員を配置し、事業の適切な運営が可能な体制を確保すること。

① 当該事業を担当する医師

② 事業実施者からの相談に対応する相談窓口において、連絡調整を担う

専任の職員

５ 事業計画書等の提出

(1) 人生の最終段階における医療体制整備事業

事業実施者は、別に厚生労働省が示す公募要領に定める期間内に、厚生労

働省の定める様式の事業計画書その他厚生労働大臣が定める書類を厚生労

働省に提出する。

(2) 相談員研修プログラムの改訂案作成等

国立長寿医療研究センターは、別に厚生労働省が示す期間内に、厚生労働

省の定める様式の事業計画書その他厚生労働大臣が定める書類を厚生労働

省に提出する。

６ 事業報告書等の提出

(1) 人生の最終段階における医療体制整備事業

事業実施者は、事業終了後に国立長寿医療研究センターの定める様式によ

り事業報告書を作成し、厚生労働省及び国立長寿医療研究センターに提出す

る。

(2) 相談員研修プログラムの改訂案作成等

国立長寿医療研究センターは、事業実施者からの報告書の受領後に事業の

評価及び相談員研修プログラムの改訂等に関する事業報告書を作成し、厚生

労働省に提出する。
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 １ 総則 

 人生の最終段階における医療について、医療従事者から適切な情報の提供と

説明がなされた上で、患者が医療従事者と話し合いを行い、患者本人による決

定を基本として、進めることが重要であります。 

 このため、平成１９年に「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」

をまとめ、周知を図っていますが、医療関係者に十分認知されているとは言え

ない状況である中（平成２４年度 人生の最終段階における医療に関する意識

調査）、人生の最終段階における医療に係るより充実した体制整備が強く求め

られています。 

 厚生労働省では、患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療を実現

するための適切な体制のあり方を検証するためのモデル事業を実施すること

にしましたので、本事業を実施するにあたり、事業を実施する医療機関（以下

「事業実施者」という。）を選定するため、以下の要領で事業実施者の公募を

するものです。 

 

２ 事業の目的 

  この事業は、患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療を実現す

るため、医療機関において、「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライ

ン」（平成１９年厚生労働省）に則って、患者の人生の最終段階における医療

などに関する相談に乗り、必要に応じて関係者の調整を行う相談員の配置や、

困難事例の相談などを行うための複数の専門家からなる委員会（以下、「臨床

倫理委員会」という。）の設置などを行うことによって、人生の最終段階にお

ける医療に係る適切な体制のあり方を検討し、その体制整備に資する事を目

的とするものです。 

 

３ 事業内容 

以下に示す①～⑦の活動等を通じて患者の意思を尊重した人生の最終段階

における医療を実現するための体制を構築していただきます。①～⑦の事業は

全て実施していただく必要がありますが、事業目的に合致する事業を追加して

盛り込むことは可能です。 

事業の実施は、厚生労働省や本事業の進捗管理及び評価等を担う独立行政法

人国立長寿医療研究センターとの緊密かつ協調的な連携体制の下で行うことが

必要であるとともに、実施状況を逐次報告する必要があります。また、厚生労

働省や国立長寿医療研究センターに対し、事業の評価に必要なデータ等の提供

や調査への協力などを行っていただく必要があります。 

① 事業実施者は、当該医療機関において人生の最終段階における医療に 

係る相談等を行う相談員を１名以上選定し、国立長寿医療研究センターが
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実施する相談員研修に参加させること。相談員は看護師又は医療ソーシャ

ルワーカー等とする。 

② 当該医療機関における現状の人生の最終段階における医療に係る相談

体制を踏まえ、課題の整理に基づき相談員の活動方針を決定すること。医

療機関は、相談員が積極的に活動できるよう環境整備に努めること。 

③ 相談員研修及び当該医療機関における活動方針に基づき、人生の最終段

階にある患者に対して患者の意思を尊重した医療が提供できるよう相談

支援を実施すること。 

（※）この事業については、相談員研修プログラムの有効性や事業の評価の観点

から、予め各事業者に相談手順書を配布し、これに沿って実施していただく

ことを予定しています。（手順書については別添１参照） 

④ 長寿医療研究センターより受講した研修及び「終末期医療の決定プロ

セスに関するガイドライン」の内容について、医療機関の関係者等に対

して伝達するための研修を実施するなどの普及に努めること。 

⑤ 相談支援の実施においては、相談員を中心とした医師を含む多職種（歯

科医師、薬剤師、管理栄養士など）による医療・ケアチームで実施する

こと。また、医療内容の決定が困難な場合に、臨床倫理委員会を設置し

て協議すること。 

 （※）診療所の場合は、臨床倫理委員会に準ずる対応が可能。 

⑥ 地域の診療所や施設等と連携し、原則として退院後も患者についての

情報共有等のフォローアップを行うこと。 

⑦ 事業の実施に伴い、事業の評価に係る事項や患者からの相談事例等を

定期的に、また求めに応じて国立長寿医療研究センターへ報告すること。

また、相談員研修プログラムに関する意見を提出すること。 

 

４ 事業実施者に関する諸条件 

（１）本事業の事業実施者は、次の条件を全て満たす医療機関とします。 

① 本事業を的確に遂行するに足る組織、人員等を有していること。 

② 本事業を円滑に遂行する上で必要な経営基盤を有し、資金等に関す

る管理能力、及び精算を適正に行う経理体制を有すること。 

③ 日本に拠点を有していること。 

④ 厚生労働省から補助金交付等停止、又は指名競争入札における指名

停止を受けている期間中でないこと。 

⑤ 予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。 

 

（２）（１）①に掲げる組織、人員等とは、次の職員等を指すものとします。 

① 当該事業にかかる相談員として、人生の最終段階における意思決定支
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援に専ら従事できる職員が１名以上（看護師、医療ソーシャルワーカー

等であって、国立長寿医療研究センターが実施する所定の研修を受講し

た者） 

② 当該事業の趣旨を理解し、相談員の考えを理解し、共感し、協力して

事業の運営に関わる医師を含めた多職種で構成される医療・ケアチーム

の構成員 

③ 連絡調整等を行うための事務職員 

 

５ 事業期間 

事業期間は、事業実施者として選定された日から平成 27 年 3 月 31 日までと

します。 

 

６ 事業実施者の評価等 

（１）評価の方法 

応募者は、別添２に掲げる応募書類記入要領・様式に従い、事業計画書を

提出していただきます。 

提出された事業計画書について、厚生労働省において事業計画書評価委員

会を組織し、別添３に掲げる評価基準に基づき評価を行い、評価の高い者か

ら順に、予算の範囲内で事業実施者として選定します。 

なお、提出された事業計画書等の資料は返却しませんのでご了承ください。 

    

（２）事業実施者の選定結果に係る通知等 

選定結果については、書面でご連絡します。 

事業実施者として選定された場合は、「平成２６年度 人生の最終段階に

おける医療体制整備事業委託費交付要綱」等に基づき委託費の交付申請を行

っていただきます。 

 

７ 本事業に係る委託費の交付について 

  本事業に係る委託費の交付については、他の国庫補助金と同様の取扱とし 

ており、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第         

179 号）など関係法令の規定によるほか、別に定める「平成２６年度 人生の

最終段階における医療体制整備事業委託費交付要綱」の定めるところにより交

付するものです。 

  本事業に係る委託費の交付については、4,298 千円を基準額（上限額）とし、

対象とする経費は本事業に必要な職員基本給、職員諸手当、非常勤職員手当、

旅費、庁費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料及び損料、会議費、

保険料）に限りますので、その他の一般管理費や諸経費などの経費は計上でき



4 
 

ません。また、基準額を超えた金額については、事業実施者の負担となります。 

 

８ 応募方法等 

（１）提出書類及び提出部数 

ア 「平成 26 年度人生の最終段階における医療体制整備事業計画書」10 部 

イ 事業実施者の概要が分かる資料 10 部 

・パンフレット等 

・直近より過去３年分の財務諸表 

ウ その他必要な資料 10 部 

 

※ 事業計画書については、別に示す様式に沿って作成すること。また、

作成に当たっては、別添３の評価基準に配慮しつつ作成すること。 

 

（２）提出期限 

平成 26 年 7 月 25 日（必着） 

 

（３）提出先 

〒100-8916 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省医政局指導課在宅医療推進室在宅医療係 あて 

 

※ 原則として郵送によるものとし、簡易書留等、配達されたことが証明

できる方法とすること。 

※ 封筒の宛名面に「人生の最終段階における医療体制整備事業応募」と

朱書きにより、明記すること。 

 

９ 本事業にかかる照会先 

厚生労働省医政局指導課在宅医療推進室在宅医療係  

TEL：０３－５２５３－１１１１（内線２６６２） 

FAX：０３－３５０３－８５６２ 
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人生の最終段階における医療提供体制整備事業手順書 
 

1. 目的 
この事業は、患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療を実現するため、医療

機関において、「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」（平成１９年厚生労

働省）に則って、患者の人生の最終段階における医療などに関する相談に乗り、必要に

応じて関係者の調整を行う相談員の配置や、困難事例の相談などを行うための複数の専

門家からなる委員会（以下、「臨床倫理委員会」という）の設置などを行うことによっ

て、人生の最終段階における医療に係る適切な体制のあり方を検討し、その体制整備に

資することを目的とする。 
 

2. 実施主体 
「平成 26年度人生の最終段階における医療体制整備事業実施者公募要領」に基づき選
定された医療機関 

 
3. 手順 
（１）相談支援の対象となる患者・家族（以下対象者）の選定  

 一つの病棟を選定し、事業の実施期間中、当該病棟の新規入院患者全員について意志

決定支援の希望の有無についてスクリーニングを行う。 
 国立長寿医療研究センターが設定したスクリーニング項目及びスクリーニングシート

を活用する。 
 

（２）対象者の相談支援へのつなげ方 

 対象者に対し、担当医師より適切な情報の提供と説明を行い、医療行為の開始・不開

始・医療行為の変更、医療行為の中止等を行った場合の予測される病状、状態像を説

明する。 
 説明後に担当医師より必要に応じて相談員を紹介する。 
① 対象者が相談支援を希望する場合 

→相談員が対応 
② 対象者が相談を希望せず、医療・ケアチームも相談支援の必要がないと判断した場

合 
→対応不要 

 
（３）相談支援の実施 

 「終末期の決定プロセスに関するガイドライン」にそって、研修を受けた相談員が相

談支援を実施する。 
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 実施に関しては、担当医師からの説明の内容、患者の意思決定能力の有無、家族の推

定能力の有無、決定プロセスの妥当性を確認する。 
 家族がいない場合および家族が判断を医療・ケアチームに委ねる場合、最善の治療方

針を決定するために十分な話合いがなされたか等を確認する。 
 
（４）合意形成についての文書作成 

対象者が意思決定を行い、その合意内容を文書にまとめる。必要に応じ対象者との相談

を繰り返しながら合意形成をしていく。また対象者の意思が変化するものであることに留

意し、その内容を文書に記す。 
 

（５）臨床倫理委員会の活用 

医療・ケアチームでの決定が困難であると判断された場合は、臨床倫理委員会で検討す

る。 
（※）診療所の場合は、臨床倫理委員会に準ずる対応が可能。 

 
（６）対象者の意思の反映状況の確認 

 決定内容の実施状況を確認する。 
 退院の転帰を確認し、対象者の了解を得て退院後の連携先への合内容の引き継ぎを行

う。その時に対象者に今後も連絡を取り合う了解を得る。 
 相談支援終了時に、合意内容の実施状況の確認を行う。 

 
（７）事業評価等の実施 

対象病棟入院患者数、相談希望人数、相談支援実施数、相談内容（相談事例）、臨床倫

理委員会の活用状況、対象者の意志の反映状況、患者の満足度等についてまとめ、国

立長寿医療研究センターに報告する。（報告内容については検討中） 
 
注）現時点での案であり、今後変更があり得る。 
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平成 26 年度 人生の最終段階における医療体制整備事業  

応募書類記入要領・様式 

 

 

（留意点） 

 

・すべての項目を記入してください 

・用紙サイズはＡ４両面を基本としてください。 

・必要に応じて記入した内容の詳細を説明する資料を添付してください。 

・資料の枚数は制限しませんが、本文の参考資料という位置づけにして、過度

な資料の添付は避けてください。 

・採択された場合は、本事業計画書に従い事業を実施していただくことになり

ますので、実現可能な内容としてください。 

・採択後、事業内容の大幅な変更が生じた場合は、採択の取消等となる場合が

ありますのでご注意ください。 

・様式中の斜字体は記載内容の説明であるため、提出時には削除してください。 

・支出予定額の作成にあたっては、公募要領７（本事業に係る委託費の交付に    

ついて）に留意してください。 
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（様式） 

番号（公文書の番号等） 

日付 

 

 

 

平成２６年度人生の最終段階における医療体制整備事業計画書等 

 

 

 

申請者名 ○○○○ 印 （※開設者による申請としてください） 

 

医療機関名 ○○○○ 

 

 

連絡先 所 属 

役 職 

氏 名 

所在地 

ＴＥＬ  △△－△△△△－△△△△（代表） 内線△△△△ 

ＦＡＸ  △△－△△△△－△△△△ 

e-mail  ＊＊＊＊＠＊＊＊＊＊＊＊ 
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Ⅰ．人生の最終段階における医療体制整備事業計画 

１．人生の最終段階における医療に係る相談体制についての当該医療機関の課題と活動方

針、目標等について 

 
 
 
 
２．組織、人員体制について 

１）組織について 

事業の担当部署、補助金の事務処理等を行う経理部門、下記の相談員や医療・ケアチームの

所属等について、組織図を示して記載してください。（別添で組織図等の添付でも可） 

 

２）相談員について 

相談員として活動してもらう職員について、その推薦理由を記載してください。（氏名等の

個人情報は不要）。 

例：コミュニケーション技術や医療倫理の理解に優れている、相談支援の経験がある等。 

 
３）相談員を中心とした医療・ケアチームについて 

相談員とともに活動する多職種による医療・ケアチームメンバーについて、具体的な人数や

職種及び当該メンバーの推薦理由を記載してください。（氏名等の個人情報は不要）。 

４）臨床倫理委員会について 

臨床倫理委員会のメンバー構成、委員会の運営等について具体的に記載してください。（設

置要綱等があれば添付してください） 

 

 
３．予定している事業内容 

予定している事業内容について具体的に記載してください。（相談対象者、相談方法、評価

方法、院内研修(終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン含む)、地域連携等） 

なお、実施要綱３（１）③に掲げる相談支援については、相談員研修プログラムの有効性や

事業の評価の観点から予め各事業者に相談手順書を配布し、これに沿って実施していただく

ことを予定しています。事業内容の記載にあたっては、この点を考慮した上で記載してくだ

さい。 
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Ⅱ．人生の最終段階における医療に係る相談体制の実績等 

 

 既に実施している事項について□にチェックをしてください。 

 

（１） □ 意思決定支援に関するマニュアルを整備している。（相談対応に関するマニ

ュアルで可） 

（２） □ 意思表示の書面（代理人指定、リビングウィル・事前指示書、アドバンスケ

アプランニング等）を様式化している。 

（３） □ クリティカルパスの中に意思決定支援を位置づけている。（生活状況、病歴

聴取時に「今後の希望」を聞く項目があれば可） 

（４） □ 患者が相談を希望する場合の相談体制がある。 

（５） □ 職員に対する意思決定支援に関する研修を実施している。 

（６） □ 患者の意思決定に関するチームカンファレンスを開催している。 

（７） □ 困難事例や倫理的な問題ついて、医療・ケアチームの相談を受け、活動の助

言、支援をする支援チームまたは支援スタッフがいる。 

（８） □ 患者の希望について、患者の了解のもとに地域の在宅医療を担う医療機関や

施設と共有している。 

（９） □ 独自の取組

（                               ） 

 （１）～（８）のうち、アピールしたい取組について、具体的に記載してください。 
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Ⅲ．施設長及び相談員、医療・ケアチームの医師の見解について 

１．施設長への質問 

相談員、医療・ケアチームが活動しやすい環境整備をどのように行うか、施設長のお考え

を述べてください。また意思決定支援に係る施設長のお考えを述べてください。 

 

 

 

 

 

 

 

２．相談員、医療・ケアチーム医師それぞれへの質問 

「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」（平成１９年厚生労働省）の解釈の難

しい点、限界について、相談員、医療・ケアチームの医師それぞれのお考えを実例を交え

ながら述べて下さい。 

・意思決定能力は低下しているものの、内容によっては、ある程度の意思決定が可能で、

相談員のサポートが必要な患者・ご家族に対する支援の在り方について 

・患者意思と医学的判断に乖離が生じた場合、患者意思と家族の意向に乖離が生じた場合

の支援の在り方について等                      
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支出予定額 
    

区       分 
支  出  予  定  額 

備     考 
員  数 単  価 金  額 

  
円 円   

人生の最終段階における 

医療体制整備等事業     
  

  
 

      

職員基本給 
 

      

職員諸手当 
 

      

非常勤職員手当 
 

      

旅費 
 

      

庁費 
 

      

消耗品費 
 

      

印刷製本費 
 

      

通信運搬費 
 

      

借料及び損料 
 

      

会議費 
 

      

保険料  
 

      

  
 

      

  
 

      

  
 

      

  
 

      

          

合     計         
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A B C

相談体制についての課題と活動方針、目
標等

A：課題が明確で達成可能な目標が設定がされている
B：目標が設定されている
C：目標が設定されているが漠然としている

5 3 1

組織について
A：事業を適切に遂行することができる組織体制である
B：事業を遂行することができる組織体制である
C：事業を遂行するためには課題がある組織である

5 3 1

相談員について

A：相談員 に専門知識および経験が十分あり、本事業に大き
く貢献する
B：相談員に専門知識および経験があり、本事業に貢献する
C：相談員に専門知識および経験があまりなく、本事業に貢
献できるか不明である。

5 3 1

相談員を中心とした医療・ケアチームにつ
いて（医師は必須、歯科医師、薬剤師、看
護師、管理栄養士、医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等）

A：チームメンバーに4職種を含み、かつ 専門知識および経験
が十分あり、本事業に大きく貢献する
B：チームメンバーに3職種を含み、かつ専門知識および経験
があり、本事業に貢献する
C：チームメンバーに3職種を含むが、専門知識および経験が
あまりなく、本事業に貢献できるか不明である。

5 3 1

臨床倫理委員会について(診療所の場合
は臨床倫理委員会に準ずる対応が可能で
ある）

A:臨床倫理的な問題にも対応できる倫理委員会がある
B:倫理委員会がある
C:倫理委員会はないが、今後設置予定である

5 3 1

予定している事業内容

実施要綱に掲げる事業目的に照らし有用な内容であるか
（注）評価点は、以下の指標を参考としつつ、0点～15点の範
囲で評価者が自由に採点
・非常に有用な提案がなされている（15点）
・有用な提案がなされている（10点程度）
・あまり有用な提案とは言えない（5点程度）

有 無

１）意思決定支援に関するマニュアルを整
備している。（相談対応に関するマニュア
ルで可）

整備済み 1 0

２）意思表示の書面（代理人指定、リビング
ウィル・事前指示書、アドバンスケアプラン
ニング等）を様式化している。

様式あり 1 0

３）クリティカルパスの中に意思決定支援を
位置づけている。（生活状況、病歴聴取時
に「今後の希望」を聞く項目があれば可）

位置づけあり 1 0

４）患者が相談を希望する場合の相談体
制がある。

相談体制あり 1 0

５）職員に対する意思決定支援に関する研
修を実施している。

研修実施あり 1 0

６）患者の意思決定に関するチームカン
ファレンスを開催している。

チームカンファレンスあり 1 0

７）困難事例や倫理的な問題について助
言できる医療・ケアチーム以外の支援チー
ム等がある。

支援チーム等あり 1 0

８）患者の希望について、患者の了解のも
とに地域の在宅医療を担う医療機関や施
設と共有している。

他機関との共有 1 0

（９）独自の取組 独自の取組がある 1 0

人生最終段階における医療体制整備事業　事業計画書評価基準

評価内容 評価項目 評価基準
評価点

Ⅰ．人生の
最終段階に
おける医療
体制整備等
事業計画
（40点）

評価点

（１）～（８）のうちアピールしたい取組につ
いて

充実した相談体制を構築するために有用な取組であるか
（注）評価点は、以下の指標を参考としつつ、0点～11点の範
囲で評価者が自由に採点
・非常に有用な取組が行われている（11点）
・有用な取組が行われている（8点程度）
・あまり有用な取り組みとは言えない（5点程度）

Ⅱ．人生の
最終段階に
おける医療
に係る相談
体制の実績
等（20点）

評価内容 評価項目 評価基準
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相談員、医療・ケアチームが活動しやすい
環境整備に関する施設長の考え方

人生の最終段階における医療に係る適切な体制のあり方を
検討するという事業の趣旨に照らし、有用な考え方である
か。
（注）評価点は、以下の指標を参考としつつ、0点～20点の範
囲で評価者が自由に採点
非常に有用な考え方が記載されている（20点）
有用な考え方が記載されている（10点程度）
あまり有用な考え方とはいえない（5点程度）

「終末期医療の決定プロセスに関するガイ
ドライン」の解釈の難しい点、問題点、限界
について、相談員全員と医療・ケアチーム
医師の考え

人生の最終段階における医療に係る適切な体制のあり方を
検討するという事業の趣旨に照らし、有用な記載がなれてい
るか。
（注）評価点は、以下の指標を参考としつつ、0点～20点の範
囲で評価者が自由に採点
非常に有用な内容が記載されている（20点）
有用な内容が記載されている（10点程度）
あまり有用な内容とはいえない（5点程度）

評価点

Ⅲ．施設長
及び相談

員、医療・ケ
アチームの
医師の見解

について
（40点）

評価内容 評価項目 評価基準




